
参考資料２ 
昭和二十六年法律第四十五号 
社会福祉法（抜粋） 
（地域福祉の推進） 
第四条 地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、参加し、共
生する地域社会の実現を目指して行われなければならない。 
２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者
（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地
域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動
に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 
３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地域住民及び
その世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防
又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医療、住まい、
就労及び教育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その
他の福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する
機会が確保される上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課
題の解決に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりそ
の解決を図るよう特に留意するものとする。 
 
（包括的な支援体制の整備） 
第百六条の三 市町村は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめとする地
域の実情に応じた次に掲げる施策の積極的な実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等及
び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題
の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。 
一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域住民
等が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施その他の地
域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する施策 
二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な情報
の提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めることができる体
制の整備に関する施策 
三 生活困窮者自立支援法第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者そ
の他の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解
決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する施策 
 
（市町村地域福祉計画） 
第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める
計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 
一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して
取り組むべき事項 
二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 
五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 
２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、
地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものと
する。 
３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価
を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更す
るものとする。 


